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令和５年度老人福祉施設の指導監査結果 

 

第１章 指導監査の方針  

１ 指導監査の意義と目的 

老人福祉施設が、老人福祉法による設置目的に基づき、法令等を遵守した適正な事業を

実施すること、入所者の意思及び人格を尊重した健全かつ適正なサービスの提供が確保さ

れるとともに、そのサービスの質の向上が図られること等を目的とし、老人福祉法第18

条第２項その他関係法令の規定に基づき指導監査を実施しています。 

 

２ 指導監査実施の経緯 

平成20年４月１日に市が中核市に移行したことに伴い、それまで岩手県において実施

されていた老人福祉施設の指導監査に係る事務が市に移譲されたことから、平成20年度

から市において指導監査を実施しています。 

 

３ 令和５年度社会福祉施設に係る指導監査重点事項 

 Ⅰ 適切な利用者処遇の確保について 

(1) 市施設基準に基づく人員の配置状況 

(2) 苦情受付窓口設置等の苦情解決体制の整備及び苦情に対する具体的な対応状況 

(3) 事故発生、再発防止のための取組及び施設内の安全管理の状況（服薬管理及び食

品管理含む） 

(4) 虐待防止及び身体拘束廃止に関する取組状況 

(5) 利用者からの年金等預り金及び現金の管理状況 

 Ⅱ 職員処遇の充実等について 

(1) 職員倫理及び利用者処遇に係る職員研修の実施状況 

(2) 職員の確保及び定着化への取組状況 

 Ⅲ 防災対策・感染症対策の充実強化について 

(1) 非常時に対する避難設備の整備及び点検状況 

(2) 非常災害等に対する具体的計画及び安全指導の周知徹底状況 

(3) 施設内感染症対策（予防及び発生時）の実施状況 

(4) 感染症や自然災害が発生した場合の業務継続計画の策定状況 

 

参考：指導内容の区分 

文書指摘 

施設の運営上重要と認められるものや、不適切な処理でその

及ぼす影響が大きいものについて文書で結果の通知を行い、指

摘事項に係る改善又は是正の状況を期限（おおむね30日以内）

を付して報告書により求めるものです。 

口頭指導 

文書指摘以外の不適切な処理で、自主的な改善又は是正を促

し、次回の立入指導等の際に確認を行うものです。口頭指導に

ついても文書で結果の通知を行いますが、改善状況等について

報告書での提出は必要ありません。 
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第２章 指導監査の結果  

１ 指摘事項の概要（令和６年３月31日現在） 

  所管施設数 31施設 

施 設 所管施設数 指導監査実施施設数 

養護老人ホーム 2 1 

特別養護老人ホーム 24 12 

軽費老人ホーム 5 1 

計 31 14 

   

指導監査実施施設数  14施設 

項 目 施設数 割合 

文書指摘・口頭指導【あり】の施設数 8 57.1％ 

（内訳） 

文書指摘のみ （4） （28.6％） 

口頭指導のみ （1） （7.1％） 

文書指摘及び口頭指導 （3） （21.4％） 

文書指摘・口頭指導【なし】の施設数 6 42.9％ 

※  割合は、小数点第２位以下を四捨五入しているため、内訳の合計が総数に一致しない場合がある。  
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  ＜指摘事項の内容及び件数＞ 

 
文書 

指摘 

口頭 

指導 

合計 

件数 
割合 

Ⅰ 入所者処遇関係 0 1 1 6.7% 

1 処遇計画の状況  (-) (-) (-) (-) 

2 機能訓練の状況  (-) (-) (-) (-) 

3 給食の状況  (-) (-) (-) (-) 

4 入浴の状況  (-) (-) (-) (-) 

5 排泄及びおむつ交換の状況  (-) (-) (-) (-) 

6 被服及び寝具の状況  (-) (-) (-) (-) 

7 医学的管理の状況 (-) (-) (-) (-) 

8 レクリエーションの状況 (-) (-) (-) (-) 

9 家族との連携、相談体制の状況  (-) (-) (-) (-) 

10 苦情解決への対応の状況 (-) (-) (-) (-) 

11 実施機関との連携の状況 (-) (-) (-) (-) 

12 生活環境整備の状況  (-) (1) (1) (6.7) 

13 自立、自活等への支援援助の状況  (-) (-) (-) (-) 

Ⅱ 施設運営管理関係 9 5 14 93.3% 

1 入所（居室）定員遵守の状況  (-) (-) (-) (-) 

2 諸規程の整備の状況  (-) (-) (-)  (-) 

3 諸帳簿の整備の状況  (-) (-) (-) (-) 

4 配置基準に基づく充足の状況  (-) (-) (-) (-) 

5 施設職員の従事の状況  (-) (-) (-) (-) 

6 施設長の配置の状況  (-) (-) (-) (-) 

 7 育児休業等代替職員確保の状況  (-) (-) (-) (-) 

8 設備等の整備・維持管理の状況  (-) (-) (-) (-) 

9 運営費の適正管理の状況 (-) (-) (-) (-) 

10 高額繰越金等の保有施設の状況 (-) (-) (-) (-) 

11 地域開放の状況  (-) (-) (-) (-) 

12 労働条件改善の状況  (-) (1) (1) (6.7%) 

13 業務体制の確立及び業務省力化の状況  (-) (-) (-) (-) 

14 職員研修等の資質向上対策の状況  (1) (-) (1) (6.7%) 

15 職員確保・定着化の取組状況  (-) (-) (-) (-) 

16 防災対策の充実強化の取組状況 (8) (4) (12) (80.0%) 

合計件数 9 6 15 100.0％ 

※  割合は、小数点第２位以下を四捨五入しているため、内訳の合計が総数に一致しない場合がある。  
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２ 主な指摘事項 

Ⅰ 入所者処遇関係 

 １ 処遇計画の状況 

身体的拘束等の手続きについて、不備が認められる。 

指摘例１ 

  身体的拘束の実施について、身体的拘束開始後に家族に対し説明を行ってい

る事例を確認した。やむを得ず身体的拘束を行う場合には、入居者や家族に対

し、身体的拘束の内容、目的、理由、拘束の時間、時間帯、期間等を事前に説

明し、十分な理解を得るよう努めるとともに文書により同意を得ること。 

指摘例２ 

  身体的拘束を行っている入所者について、問題行動の原因究明及び解除に向

けた取組を実施しているとのことですが、ケース記録等に当該取組が明確に記

録されていない事例を確認しました。やむを得ず身体的拘束を実施する場合

は、３要件（切迫性、非代替性、一時性）が満たされ、かつ、それらの要件の

確認等の手続が慎重に実施されていることが必要なことから、問題行動の原因

究明及び解除に向けた取組について明確に記録するようお願いします。 

解 説 

介護保険指定基準上、「当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護す

るため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他入所者の行動を制限する

行為を行ってはならない。」と規定されています。緊急やむを得ない場合とは、

「切迫性」、「非代替性」、「一時性」の三つの要件を満たし、かつ、身体的拘

束等の実施にかかる手続き等が極めて慎重に行われているケースに限られます。 

身体的拘束の実施に際しては、本人や家族に対して、身体的拘束の内容、目

的、理由、拘束の時間、時間帯、期間等をできる限り詳細に説明し、十分な理解

を得るよう努めてください。仮に、事前に施設としての身体的拘束の考え方につ

いて説明を行っている場合でも、実際に身体的拘束を行う時点で、必ず個別に説

明を行なわなければなりません。厚生労働省の「身体拘束ゼロへの手引き」の中

に、緊急やむを得ない身体的拘束に関する説明書の様式例がありますので、参考

としてください。 

また、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければなりません。「緊急やむ

を得ない場合」に該当するかどうかを常に観察、再検討し、要件に該当しなくな

った場合は直ちに解除することとなります。この場合、実際に身体的拘束を一時

的に解除して状態を観察する等の対応が求められます。 

 

【根拠】養護老人ホームの設備及び運営に関する基準第16条 

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準15条、36条 

軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準17条 

養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について第５の３ 

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について第４の３ 

    軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準について第５の４ 

「身体拘束ゼロへの手引き」（平成13年３月厚生労働省「身体拘束ゼロ

作戦推進会議」） 
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改善方法 

緊急やむを得ず身体的拘束を行う場合は、入所者本人や家族から十分な理解が 

得られるよう、文書により事前に詳細な説明を行ってください。 

介護職員その他の従業者は、身体拘束等の発生ごとにその状況、背景等の記録 

を行ってください。また、発生時の状況等を分析し、発生原因の究明、解除への 

取り組み等をとりまとめ、当該事例の適正性と適正化を検討し、適正化策を講じ 

た後に、その効果について評価してください。 

 

２ 生活環境整備の状況  

  入所者等の安全確保について、不備が認められる。 

 

指摘例 

入所者の手の届く場所に、医薬品が置かれていることを確認した。入所者の誤

飲等、事故防止の観点から、保管・管理方法の検討を行い、入所者の安全が確保

されるよう所要の措置を講じること。 

解 説 

入所者が使用する医薬品が、容易に手の届く場所に保管されていた事例です。 

老人福祉施設においては、医薬品の保管場所を入所者が容易に手に取ることが

できる場所とした場合、誤飲等の危険性が高まります。 

なお、洗剤やカミソリ等についても、入所者等にとって危険物となる可能性が

あります。入所者等の安全管理の徹底を図る観点から、使用後は入所者等の安全

が確保される場所に適切に保管してください。 

【根拠】養護老人ホームの設備及び運営に関する基準第29条 

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準31条 

軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準33条 

改善方法 

医薬品の保管状況の確認を常に行うとともに、鍵のかかる戸棚等を利用する

等、入所者が容易に持ち出せない場所で保管してください。 

 

３ 給食の状況  

  検食ついて、不備が認められる。 

 

指摘例 

検食について、入所者への食事提供後に実施している事例を確認した。検食は

入所者へ安全かつ適正な食事を提供するための検査であることから、入所者への

食事提供前に検食を行うこと。 
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解 説 

入所者へ提供している給食について、提供前に異常がないかを検査し、適切な給

食提供を行うことが検食実施の目的です。入所者に提供した後に検食を行った場合

は、検食の目的を果たしているとは認められないことから、入所者への食事提供前

に検食を実施する必要があります。なお、異味、異臭、その他の異常が感じられる

場合には、直ちに食事の提供を中止するなどの措置を講じるようお願いします。調

理業務を委託している場合においても同様の対応をお願いします。 

 

【根拠】養護老人ホームの設備及び運営に関する基準第17条 

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準17条 

軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準18条 

社会福祉施設等における食品の安全確保について 

 

改善方法 

施設長及び栄養士等を中心として「検食は食事提供前に行う」ことについて職

員間で共通認識を持ち、確実に食事提供前に検食を実施する。併せて、栄養士等

は検食結果記録簿の記載内容を確認するとともに、不備があった場合は、検食担

当職員への指導を行う。 

 

 

 

Ⅱ 施設運営管理関係 

  １ 諸規程の整備の状況  

    諸規程（運営規程等）について、不備が認められる。 

 

指摘例 

運営規程に規定すべき項目について、規定されていないことを確認したので記

載すること。 

・職員の職種、数及び職務の内容 

解 説 

市条例に基づき施設の運営についての重要事項に関する規程（運営規程）を定

める必要があります。その規程内容については、次のとおりです。 

(1) 養護老人ホーム 

①施設の目的及び運営の方針 

②職員の職種、数及び職務の内容 

③入所定員 

④入所者の処遇の内容 

⑤施設の利用に当たっての留意事項 

⑥非常災害対策 

⑦虐待の防止のための措置に関する事項 

⑧その他施設の運営に関する重要事項 

(2) 特別養護老人ホーム※()内はユニット型 

①施設の目的及び運営の方針 

②職員の職種、数及び職務の内容 

③入所定員(入居定員、ユニットの数及びユニットごとの入居定員) 

④入所（入居）者に対するサービスの内容及び利用料その他の費用の額 

⑤施設の利用に当たっての留意事項 
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⑥緊急時等における対応方法 

⑦非常災害対策 

⑧虐待の防止のための措置に関する事項 

⑨その他施設の運営に関する重要事項 

(3) 軽費老人ホーム 

①施設の目的及び運営の方針 

②職員の職種、数及び職務の内容 

③入所定員 

④入所者に対して提供するサービスの内容及び利用料その他の費用の額 

⑤施設の利用に当たっての留意事項 

⑥非常災害対策 

⑦虐待の防止のための措置に関する事項 

⑧その他施設の運営に関する重要事項 

各施設種別に共通して、「その他施設の運営に関する重要事項」については、

入所者等の生命又は身体を保護するため緊急かつやむを得ない場合に身体的拘束

等を行う際の手続について定めておくことが望ましいです。 

 

【根拠】養護老人ホームの設備及び運営に関する基準第７条 

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準７条 

軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準７条 

 

改善方法 

各施設において、項目に不足が無いよう再度確認を行ってください。また、規

定内容と実態に差異がある場合は、必要に応じて修正を行ってください。 

 

２ 防災対策の充実強化の取組状況  

    非常災害対策について、不備が認められる。 

 

指摘例 

地震等を想定した避難訓練を実施していないことを確認したので、定期的に実

施すること。 

解 説 

市条例では「非常災害に関する具体的な計画を立て、非常災害時の関係機関へ

の通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に職員に周知しなければならな

い。」と規定されています。災害には、火災だけでなく想定されうる自然災害（

地震、立地条件によっては水害・土砂災害等）も含まれます。 

消防法に基づき防火管理者を置くこととされている施設にあってはその者に自

衛消防組織を含む消防計画の策定等の業務を行わせる必要があるほか、年２回の

火災を想定した避難訓練を行う必要があります。また、夜間は職員配置が手薄に

なること等から、避難誘導に混乱を生ずることも想定されるため、定期的に夜間

を想定した訓練も実施することが望ましいです。 

【根拠】養護老人ホームの設備及び運営の基準第８条 

特別養護老人ホームの設備及び運営の基準第８条 

軽費老人ホームの設備及び運営の基準第８条 
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改善方法 

各施設で想定されうる非常災害に備え、訓練を定期的に実施してください。 

防火管理者の選任が必要な施設においては、年２回の火災を想定した避難訓練

を実施し、うち１回は夜間想定の避難訓練を実施してください。 

※地震を想定した訓練について、地震に起因する火災を想定するなど、一体的な

訓練とすることは可能です。 

 

３ 事故発生時の対応の状況  

    事故発生時の措置について、不十分な点が認められる。 

 

指摘例 

入居者の骨折事故について、本市への報告がされていないことを確認した。事

業者は事故が発生した場合には、本市、当該利用者家族等に連絡を行うととも

に、必要な措置を講じることとされていることから、速やかに本市介護保険課へ

の報告を行うこと。 

解 説 
事故が発生した場合には、当該利用者家族等に連絡するとともに、速やかに市

への報告が必要です。 
また、事故の状況及び事故に際してとった処置、事故の原因分析や再発防止策

について記録する必要があります。 
 

【根拠】養護老人ホームの設備及び運営に関する基準第29条 

特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準31条 

軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準33条 

 

改善方法 

報告を要する事故の例は次のとおりです。これらの事故が発生した際には、速

やかに入所者の家族等への連絡に加え、本市に報告するとともに、事故の状況及

び処置内容について、記録するようにしてください。 

 

【市に報告を要する事故の例】 

軽微な案件は除きます。ただし、入所者に係る事故については、軽微なものも

含めて当該家族へ速やかに連絡を行ってください。 

①  入所者又は従業者の事故による骨折等の負傷など 

②  重大な影響を及ぼす食中毒・感染症等の発生など 

③  入所者又は従業者等による暴力又は犯罪など 

④  施設等における小火を含む火災、避難を要する災害、物的・人的被害が 

生じた災害など 

⑤  上記に準じる入所者又は従業者等に係る事故、事件など 
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第３章 適正な施設運営のために 

老人福祉施設がその設置の目的に沿って、適正な事業を実施し、入所者への健全かつ適正

なサービスの提供を確保するためには、老人福祉法をはじめ、設備及び運営の基準を定める

条例及び厚生労働省通知等をよく理解し遵守しなければなりません。また、その経理状況及

び経営状況を常に明らかにし、会計の透明性を確保する必要があります。 

入所者の最善の利益を考慮し、サービスの質の向上を図るためには、家族や関係機関との

連携体制の整備、法人・施設内部の各種規程や体制の整備及び規程の遵守、外部研修・内部

研修による職員の資質の向上等が求められます。 

市といたしましても、老人福祉施設におけるサービスの質の向上や適切な事務・事業実施

が行われるよう、施設運営に有効となる資料や情報の提供等を行ってまいりたいと考えてお

ります。 

今後とも、老人福祉の増進及び施設を利用している入所者の最善の利益を第一に施設運営

を行ってくださいますようお願いいたします。 

 

 


